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X女と Y男が2004年 6月 28日結婚登記をしようとしたところ、Yは
身分証を所持していなかったので自分の弟である Zの身分証を提示して
結婚証（氏名は Z、住所・年齢などの情報はすべて Zの身分証どおりで、





























































































































































7月に Zを出産した。同年9月26日に衛生部は Xに「Yは Zの父親であ

































北京市順義区人民法院2009年 1月判決（中国法院網2004年 1月 11
日）。











をし、その後 Yは仕事をやめ Yの全生活費を Xが負担した。Yは2003
年 11月 13日に Z女を生み日本国籍にした。しかし Xと Yは感情が折り



















































































X男と Y女は2006年 8月に離婚し、子 Zは Yが養育し Xは扶養料と
して1年5,000元を Yに支払うという合意ができた。Yは Zと同居して
きたが、その後 Xの同意なく Zの氏を Yの氏に改名した。これを知っ



























































































































































































































































































































義は Yとされているのでその所有権は Yに属し、住宅ローン債務は Y
が負担する。Xは家屋購入資金として Yに3万元を渡したというがその
証拠はない。結婚後に Xと Yが共同してローンを返済した部分は夫婦










































































































































































































































































浙江省嘉善県人民法院2011年 10月判決（法制日報2011年 10月 27
日）
X女と Y男は、恋愛後2005年 10月に結婚登記をしたが、数年後に Y
は賭博で10万元の借金をした。当時 Xは妊娠4カ月で二人の仲は険悪
になり、Xは Yに「1）もし今後 Yが賭博、詐欺、買春をした場合は X
はいつでも離婚できる、2）Xが離婚を請求したときは Yはすべての財
産を放棄し、Yが婚姻前から有する家屋を Xの所有とする、3）さらに


















































































































「X男と Y女の婚姻中に Xの父Wが死亡し、遺産である家屋には母 ZがW
名義のまま住みつづけその分割協議ができないままXYは離婚した場合は、W
が死亡とともに家屋は XZの共有となり、Xの共有持分は婚姻法17条（四）
により XYの共同財産になるので、離婚後は本条により Yは Xの持分につい
て分割請求できる」と述べる。
第19条（抵触規定）
本司法解釈の施行後に、最高人民法院が以前に公布した関係す
る司法解釈と本解釈が抵触するときは、本解釈をもって正とす
る。
